
災害に伴って生起する様々な人権問題に対処するとともに、新たな人権問題の発
生を防止するため、被災者の心のケアを含めた人権相談に応じています。また、
啓発動画の配信等の各種人権啓発活動を実施しています。

ゲノム情報（遺伝情報）
ゲノム情報（遺伝情報）に関する正しい知識を持ち、正しい情報に基
づく冷静な判断が重要であるとの理解を深めていくことが必要です。

ゲノム情報による不当な差別等の具体的な事例として、就職・就労、生命保険
の引受け・支払、結婚等の場面における事例が報告されているほか、がんや難病
の患者団体を対象とした調査では、インターネット上で匿名投稿者からの誹謗中
傷を受けた例が示されています。ゲノム情報には疾患発症リスクや体質等の遺伝
的特徴が含まれることから、本人だけでなくその家族も不当な差別等の対象とな
り得ることが指摘されています。
このような状況に鑑み、令和５年６月に「良質かつ適切なゲノム医療を国民が安
心して受けられるようにするための施策の総合的かつ計画的な推進に関する法律」
（ゲノム医療推進法）が成立しました。また、同法に基づき、令和７年11月に「ゲ
ノム医療施策に関する基本的な計画」が閣議決定され、ゲノム情報による差別等へ
の適切な対応の確保を図ることとされています。
これらも踏まえ、国民がゲノム情報に関する基礎的理解を深め、遺伝的多様性
を尊重し、相互理解と生命倫理への理解を促進することにより、社会全体として
ゲノム情報を適切に扱うためのリテラシーの向上を図るための取組が展開されて
います。
厚生労働省、個人情報保護委員会、金融庁及び法務省では、ゲノム情報による
不当な差別等に関する相談に対応するための相談窓口を設置しています。
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